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第１章 概    要 

令和６年度の基準財政収入額は、特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税及び鉱産税の４つの特別区税並びに利子割交付

金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金及び地方特例交付

金については収入見込額に基準税率 85％を乗じた額、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、森林環境譲

与税及び交通安全対策特別交付金については収入見込額の全額を合計し、これに、三位一体の改革に伴う特別区民税の税源移

譲分を 100％算入するための措置として、税源移譲影響見込額の 15％相当額を特別区民税特例加減算額として加えたほか、地

方消費税率引上げに伴う地方消費税交付金の増収分（社会保障財源分）を 100％算入するための措置として、増収分（社会保障

財源分）の 15％相当額を地方消費税交付金特例加算額として加え、1,382,196,238 千円と算定した（第１表参照)。 

この基準財政収入額は、特別区民税において、雇用・所得環境の緩やかな改善による増と定額減税の影響による減があった

ものの、地方特例交付金において、定額減税による減収額が全額補塡されることによる増を反映し、令和５年度当初見込額に

対して 58,683,167 千円、4.4％の増となった。 

算定額の内訳は、特別区税が特別区民税 951,890,220 千円、軽自動車税 3,895,579 千円、特別区たばこ税 74,139,006 千円、

鉱産税 0千円で計 1,029,924,805 千円、利子割交付金が 3,618,311 千円、配当割交付金が 21,388,137 千円、株式等譲渡所得割

交付金が 22,104,880 千円、地方消費税交付金が 232,347,700 千円、ゴルフ場利用税交付金が 37,026 千円、環境性能割交付金

が 3,685,597 千円、地方特例交付金が 45,764,225 千円、地方揮発油譲与税が 3,269,786 千円、自動車重量譲与税が 10,325,171

千円、航空機燃料譲与税が 827,947 千円、森林環境譲与税が 1,169,280 千円、交通安全対策特別交付金が 939,276 千円、特別

区民税特例加減算額が△14,531,847 千円、地方消費税交付金特例加算額が 21,325,944 千円である。   

以下、税目ごとに第２表の基準税率を考慮しない収入見込額（100％ベース）について説明する。 

なお、特別区の歳入に係る主な税制改正の概要については第 16 章において説明する。 
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第１表　令和６年度基準財政収入見込額
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(単位：千円、％)
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第２表　令和６年度基準財政収入見込額（100％ベース）
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第２章 特別区税 

 

第１節 特別区民税 

 

第 1 項 算定概要 

特別区民税の収入見込額は、現年度課税分を現年度分と過年度分とに分け、さらに現年度分については、普通徴収・総合

課税分（所得割・均等割）、特別徴収・総合課税分（所得割・均等割）、譲渡所得等・分離課税分及び退職所得・分離課税分

に区分して算定した。 

総合課税分は、「市町村税課税状況等の調」（調査基準日７月１日）の数値を用いて算定を行っているため、７月１日現在

の調定額から決算時の調定額までの伸びを、第３表の決算補正率として算出し、これを勘案して算出した。 

 

第３表　決算補正率

区　　　分

普通徴収・総合課税分（所得割）

普通徴収・総合課税分（均等割）

特別徴収・総合課税分（所得割）

決算補正率

現 年 度 課 税 分

前 年 度 課 税 分

特別徴収・総合課税分（均等割）

現 年 度 課 税 分

前 年 度 課 税 分

1.0760658

1.1016029

0.9842010

0.9586248

0.9766594

0.9355355
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第 2 項 算定内容 

 

１ 総括 

第４表のとおり、特別区民税の現年度分見込額を 1,182,980,284 千円、税制改正影響額を△47,629,856 千円、過年度

分を 7,374,926 千円、合計で 1,142,725,354 千円と算定し、標準徴収率を 98％とした。 

その結果、令和６年度の特別区民税の収入見込額は 1,119,870,847 千円と算定した。 

 

(単位：千円、％)
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第４表　特別区民税 調定/収入 見込額
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２ 納税義務者数（普通徴収・総合課税分及び特別徴収・総合課税分） 

普通徴収・総合課税分（家屋敷課税分を含む）及び特別徴収・総合課税分については、均等割、所得割とも納税義務

者数を推計し算定に使用する。 

まず、均等割の納税義務者数を、前年度の区部 15 歳以上人口（外国人含む）に対する家屋敷課税分を除いた納税義務

者数の割合により算出する。第５表から令和５年度における納税義務者割合 0.6471 を算出し、これを令和６年１月１日

現在の 15 歳以上人口（外国人含む）推計に乗じて、5,578,002 人と算出した。 

この数値に、家屋敷課税分として 20,861 人を加え、令和６年度の均等割納税義務者数を 5,598,863 人とした。 

 

第５表　均等割納税義務者数見込

年　度
区部15歳以上人口　前年度1月1日現在 納税義務者数（家屋敷課税分除く） 納税義務者割合

（Ｙ/Ｘ）
家屋敷課税分(人)

Ｘ  （人） 増減 ％ Ｙ　（人） 増減 ％

令和４年度 8,452,952 － － 5,445,310 － － 0.6442 21,249

令和５年度 8,511,715 58,763 0.7 5,508,021 62,711 1.2 0.6471 20,063

令和６年度 8,620,000 108,285 1.3 5,578,002 69,981 1.3
※前年度据置き

0.6471
20,861

 

 

さらに、家屋敷課税分を除く納税義務者数について、過年度のシェア等を勘案し、第６表のように、各区分の納税義

務者数を推計した。 

 

(単位：人)

1,571,602

均等割のみ納める者 195,651 145,953

第６表　令和６年度 各区分納税義務者数見込

区　　　分
納税義務者数

（家屋敷課税分を除く）
普通徴収・総合課税分 特別徴収・総合課税分

3,810,749

均等割を納める者(納税義務者数合計) 5,578,002 1,717,555 3,860,447

49,698

所得割を納める者 5,382,351
 

 

３ 普通徴収・総合課税分（所得割）及び特別徴収・総合課税分（所得割） 

普通徴収・総合課税分（所得割）及び特別徴収・総合課税分（所得割）については、総所得金額等を所得種類別に算

定した後、別途算定した所得控除額を差引き、課税標準額を算出した上で、普通徴収と特別徴収に按分し、税率を乗じ

て税額を算出した。 

   

(1) 総所得金額等 

総所得金額等については、給与所得者分、営業等所得者分及び給与・営業等所得者以外分の所得に分類し算定した。 

 

   ア 給与所得者分 

給与所得者分については、給与所得者に係る総所得金額等を、前年の都平均現金給与総額（東京都総務局「毎月勤

労統計調査」より）及び都平均雇用者数（東京都総務局「東京都の労働力」より）から推計した。 

まず、第７表の過去９か年の都平均現金給与総額及び都平均雇用者数と給与所得者に係る総所得金額等との相関か

ら、回帰方程式Ｙ＝ａＸ1＋ｂＸ2＋ｃ、ａ＝48,766.1246239、ｂ＝4,353,287.9291、ｃ＝△32,521,798,799.8016 を得

る。Ｘ1に令和５年の都平均現金給与総額の推計値として 435,507 円を、Ｘ2に都平均雇用者数の推計値として 7,633
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千人をそれぞれ代入し、令和６年度の給与所得者に係る総所得金額等 21,944,836,600 千円を算出した。 

 

21,944,836,600

令和５年度 2022年 424,429 7,556 21,223,402,413

令和６年度 2023年 435,507 7,633

7,503 20,227,839,240

令和３年度 2020年 408,589 7,453 19,728,092,483

令和４年度 2021年 412,797

令和２年度 2019年 414,622 7,391 19,840,333,673

令和元年度 2018年 413,275 7,258 19,132,552,785

平成30年度 2017年 411,953 7,073 18,339,468,112

平成29年度 2016年 408,611 6,917 17,777,894,058

平成27年度 2014年 412,977 6,692 16,467,706,640

平成28年度 2015年 406,806 6,800 17,096,377,055

第７表　総所得金額等（給与所得者分）見込

年度(Ｎ)
総所得金額等

（千円）
(円) (千人)

前年(Ｎ－１年）

(西暦)
都平均現金給与総額 都平均雇用者数

 

※ 令和３年度から適用された個人所得課税の見直し（第 16 章第１節３第 25 表を参照）のうち、給与所得控除から

基礎控除への振替及び給与所得控除の見直しの影響を考慮し、令和２年度以前の総所得金額等については、調整を

行っている。 

 

イ 営業等所得者分 

営業等所得者分については、営業等所得者に係る総所得金額等を、前年の暦年名目ＧＤＰから推計した。 

まず、第８表の過去 10 か年の暦年名目ＧＤＰと営業等所得者に係る総所得金額等との相関から、回帰方程式Ｙ＝

ａＸ＋ｂ、ａ＝5,360.849401、ｂ＝△1,820,878,499 を得る。Ｘに令和５年の暦年名目ＧＤＰの推計値として 581,599.1

を代入し、令和６年度の営業等所得者に係る総所得金額等 1,296,986,687 千円を算出した。 

 

令和６年度 2023年 581,599.1 1,296,986,687

令和４年度 2021年 550,074.3 1,419,123,537

令和５年度 2022年 557,227.0 1,276,607,803

令和２年度 2019年 557,910.8 1,042,640,670

令和３年度 2020年 539,284.5 1,110,254,342

平成30年度 2017年 553,073.0 1,048,724,245

令和元年度 2018年 556,630.1 1,091,084,187

平成28年度 2015年 538,032.3 993,987,334

平成29年度 2016年 544,364.6 1,027,283,555

平成26年度 2013年 508,700.6 912,380,853

平成27年度 2014年 518,811.0 946,955,673

第８表　総所得金額等（営業等所得者分）見込

年度(Ｎ)

前年(Ｎ－１年)暦年名目ＧＤＰ
総所得金額等

（千円）(西暦) (十億円)
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ウ 給与・営業等所得者以外分 

給与・営業等所得者以外分については、前年の給与・営業等以外の所得者に係る総所得金額等に、第５表の納税義

務者前年比伸び率である 1.3％を乗じ、令和６年度の給与・営業等以外の所得者に係る総所得金額等 3,524,681,260

千円を算出した。 

 

     以上を合算し、令和６年度の総所得金額等を 26,766,504,547 千円と算定した。 

 

(2) 課税標準額 

令和６年度の総合課税分の所得控除については、第９表のとおり、合計△7,151,201,283 千円と算定した。 

 

(単位：千円)

基 礎 控 除 △ 2,274,781,186

合 計 △ 7,151,201,283

寡婦・ひとり親・勤労学生控除 △ 24,398,683

配 偶 者 ・ 配 偶 者 特 別 控 除 △ 227,439,623

扶 養 控 除 △ 255,639,080

生 命 保 険 料 控 除 △ 162,139,925

地 震 保 険 料 控 除 △ 11,251,215

障 害 者 控 除 △ 44,703,313

医 療 費 控 除 △ 225,415,195

社 会 保 険 料 控 除 △ 3,774,060,410

小 規 模 企 業 共 済 等 掛 金 控 除 △ 150,994,860

第９表　総合課税分の所得控除見込額

所得控除の種類 所得控除の額

雑 損 控 除 △ 377,793

 

 

(1)で算定した総所得金額等と総合課税分の所得控除額を合算した後、分離課税分の課税標準額から控除された所得

控除額を前年並の 6,550,342 千円と推計し更に合算し、令和６年度の課税標準額は、19,621,853,606 千円と算定した。 

 

(3) 課税標準額の普通徴収・特別徴収への按分 

(2)で算定した課税標準額について、特別徴収に係る割合を過去の傾向等から 0.7491556 と算定し、これを乗じて特

別徴収に係る課税標準額 14,699,821,511 千円を算出し、差引き 4,922,032,095 千円を普通徴収に係る課税標準額と算

出した。 

 

(4) 普通徴収・総合課税分（所得割） 

(3)で算定した課税標準額 4,922,032,095 千円に、税率（６％）、第３表の決算補正率 1.0760658 を乗じ、令和６年度

の普通徴収・総合課税分（所得割）調定見込額は 317,785,825 千円と算定した。 

 

(5) 特別徴収・総合課税分（所得割） 

(3)で算定した課税標準額 14,699,821,511 千円に、税率（６％）、第３表の決算補正率 0.9842010 を乗じ、令和６年

度の特別徴収・総合課税分（所得割）現年度課税分の調定見込額は 868,054,742 千円と算定した。 

この調定見込額は令和６年度の現年度課税分であるが、個人住民税の特別徴収においては、通常、年税額を６月から

翌年５月までの 12 回に分けて徴収するため、令和６年度の収入となるのは、そのうちの 10 か月分である。そこで、当

該年度の収入となるべき金額を次のように調整した。 
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10

12
868,054,742 千円× ＋ 135,929,174 千円＝ 859,308,126 千円

前年度課税分※
 

 

※ 前年度課税分は、「令和５年度市町村税課税状況等の調」による特別徴収・総合課税分（所得割）の課税標準額

14,179,601,177 千円に、税率（６％）、第３表の決算補正率 0.9586248 を乗じて、令和５年度の調定見込額を算出し

た後、令和６年度中の収入となる２か月分として 2/12 を乗じて算出した。 

 

その結果、令和６年度の特別徴収・総合課税分（所得割）調定見込額は 859,308,126 千円と算定した。 

 

４ 普通徴収・総合課税分（均等割） 

普通徴収・総合課税分（均等割）については、納税義務者数に税率、決算補正率を乗じることにより算定した。 

第６表の普通徴収・総合課税分、均等割を納める者の納税義務者数 1,717,555 人に、家屋敷課税分 20,861 人を加えた

1,738,416 人に、税率 3,000 円、第３表の決算補正率 1.1016029 を乗じ、令和６年度の普通徴収・総合課税分（均等割）

調定見込額は 5,745,132 千円と算定した。 

 

５ 特別徴収・総合課税分（均等割） 

特別徴収・総合課税分（均等割）については、納税義務者数に税率、決算補正率を乗じることにより算定した。 

第６表の特別徴収・総合課税分、均等割を納める者の納税義務者数 3,860,447 人に、税率 3,000 円、第３表の決算補

正率 0.9766594 を乗じ、令和６年度の特別徴収・総合課税分（均等割）現年度課税分の調定見込額は 11,311,026 千円と

算定した。 

    この現年度課税分調定見込額を、「３(5) 特別徴収・総合課税分（所得割）」と同様、次のように調整した。 

 

10

12
千円＝ 11,494,313 千円11,311,026 千円× ＋ 2,068,458

前年度課税分※
 

 

※ 前年度課税分は、「令和５年度市町村税課税状況等の調」による特別徴収・総合課税分（均等割）の納税義務者数

3,790,265 人に、特例税率 3,500 円※、第３表の決算補正率 0.9355355 を乗じて、令和５年度の調定見込額を算出し

た後、令和６年度中の収入となる２か月分として 2/12 を乗じて算出した。 

 

※ 東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨

時特例に関する法律（平成 23 年 12 月２日法律第 118 号）により、平成 26 年度から令和５年度まで個人の市町村民

税均等割の税率が 500 円引き上げられている。 

 

その結果、令和６年度の特別徴収・総合課税分（均等割）調定見込額は 11,494,313 千円と算定した。 
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６ 税額控除等 

令和６年度の税額控除等については、過去の実績等から、第 10 表のとおり、合計△108,076,662 千円と算定した。 

 

(単位：千円)

減 免 税 額 △ 28,952

合 計 △ 108,076,662

税 額 調 整 額 △ 24,264

配 当 割 額 控 除 △ 2,496,397

株式等譲渡所得割額控除 △ 2,298,771

寄 附 金 税 額 控 除 △ 84,255,302

外 国 税 額 控 除 △ 492,608

小 計 △ 103,228,278

第10表　税額控除等見込額

税額控除等の種類 税額控除等の額

税

額

控

除

調 整 控 除 △ 9,258,422

配 当 控 除 △ 2,632,393

住宅借入金等特別税額控除 △ 6,589,553

 
 

７ 譲渡所得等・分離課税分 

土地建物等の長期譲渡所得、短期譲渡所得、一般・上場株式等に係る譲渡所得等、上場株式等に係る配当所得等及び

先物取引に係る雑所得等の５種類の所得に係る特別区民税については、総合課税分と区別し、譲渡所得等・分離課税分

と区分している。 

令和６年度の譲渡所得等・分離課税分については、第 11 表のとおり、84,441,045 千円と算定した。 

 

(単位：千円)

第11表　譲渡所得等・分離課税分

分離課税の種類 調定見込額

分 離 長 期 譲 渡 所 得 金 額 に 係 る も の 36,872,717

分 離 短 期 譲 渡 所 得 金 額 に 係 る も の 1,366,345

一般・上場株式等に係る譲渡所得等の金額に係るもの 42,837,365

上場株式等の配当所得等の金額に係るもの 1,793,661

先物取引に係る雑所得等の金額に係るもの 1,570,957

合 計 84,441,045  

 

８ 退職所得・分離課税分 

退職所得に係る特別区民税については、その所得の性格から、他の所得と分離して所得の発生した年に課税する、現

年分離課税主義をとっているため、総合課税分と区別し、退職所得・分離課税分として区分している。 

退職所得・分離課税分は、前年度の４月から６月までの調定額と、過去の決算調定額までの伸び率を用いて、決算調定

見込額を推計し、同値を調定見込額とし、令和６年度の退職所得・分離課税分は、12,282,505 千円と算定した。 

 

９ 税制改正影響額 

令和６年度の税制改正影響額は、令和６年度税制改正「定額減税」（第 16 章第１節 10 第 39 表）による影響額として 

△47,629,856 千円を計上した。 
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10 過年度分 

過年度分の特別区民税調定見込額については、前年度の特別区民税現年度分調定額と過年度分調定額との比（出現率）

を用いて算定した。 

前年度調定額として令和５年度特別区民税現年度分調定見込額を 1,145,174,914 千円とし、これに第 12 表の出現率

0.00644 を乗じて、令和６年度の過年度分の調定見込額は 7,374,926 千円と算定した。 

 

令和４年度 1,117,291,066 令和５年度 7,297,335 0.0065

令和５年度 1,145,174,914 令和６年度 7,374,926
※５か年平均

0.00644

令和２年度 1,063,009,673 令和３年度 6,549,781 0.0062

令和３年度 1,063,884,611 令和４年度 8,068,489 0.0076

平成30年度 999,254,042 令和元年度 7,180,938 0.0072

令和元年度 1,039,314,421 令和２年度 4,920,566 0.0047

第12表　特別区民税過年度分　出現率算出表

(単位：千円)

現年度分調定額 過年度分調定額 出　現　率

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ
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第２節 軽自動車税 

 

１ 環境性能割 

環境性能割の収入見込額については、直近の収入実績を基に 263,287 千円と算定した。 

 

２ 種別割 

種別割の収入見込額については、過去の課税台数から令和６年度の車種別課税台数を推計し、税率を乗じた調定見込

額に、決算補正率（0.9982201）と標準徴収率 97％を乗じることで算定した。 

その結果、令和６年度の種別割の収入見込額を、4,319,747 千円と算定した。 

 

(単位：台、％、千円)

営業用

自家用

営業用

自家用

令和２年度 令和３年度

96.0

111,994

9,194

99,353

39

188,528 101.7

37

96.6

92.9

101.4

104.0

99.3

109,317

101.5

102.4

110.1

100.1

100.0

25,483

185,308

17,252

94.6

93.9

163,061

16,557

100.0

101.7

98.6

108.8

98.6

－

15,676

42 113.5

168,837

8,352

99,216

97.0

37

伸 率台　数
対前年
度比 台　数

対前年
度比

26,298110.4

対前年
度比台　数

35

平 均

台　数
対前年
度比

94.6

101.1

101.2

令和４年度

97.3

160,815

100,425

100.8

103.8

98.4

99.6

14,105

488

840,135計 831,045 99.0

98,683

100.3833,371

101.695,06293,588二輪の小型自動車

97.9

2

490

14,339

225.0

100.6

98.1

1

487

200.0

100.6

98.5 108,494109,232

105.1

101,881

令和５年度

101.4

96.1

172

36

100,624

115,452

1

軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車

専ら雪上

481

－

100.0

100.0

99.3

103.2

108,397

190,774

小
型
特
殊

農耕作業用

第13表　軽自動車税種別割調定見込額

原
動
機
付
自
転
車 103.8

99.9

23,090

110,873

9,854

16,113

9,546 103.2

101.0

三輪車

90cc超　

441.0

102.9

乗
　
用

114,318 102.1

その他

二輪車
（側車付含）

102.0

100.2

102.6

194,613

39四
 
　
輪
 
　
車

貨
　
物

14,645

97.3

36

100,624

100.0

102.5

99.9

－

99.3

98.2

101.6

令和６年度

複数税率

3,600

844,106 846,451100.5

98.6

13,890

103.2

98.5

台数見込

複数税率

150,909

複数税率

10,317

197,727

172

107,638

28,345

調 定 額

3,700

2,400

2,000

2,000

円

2,087,247

複数税率

複数税率

4,461,288

626,568

15,065

104,428

13,640

481

1

156,059

－

6,000

5,900

2,400

3,600

100.2

50.0

26,970

96.7

80,476

1,154

4

545,043

106,107

50超90cc以下

1,198

161

362,246

38,173

区　　　分

280,963

ミニカー

301,818

税 率

30,130

117,068

50cc以下

104.7

見　　込

 

なお、軽自動車（三輪・四輪）については、平成 27 年４月１日以降に最初の新規検査を受けるものは新税率が適用され

ること、平成 28 年度分より最初の新規検査から 13 年を経過したものについて重課税率が適用されること、及び令和６年

度分はグリーン化特例（軽課）が適用されることから、複数の税率が適用されている（グリーン化特例（軽課）は、第 16

章第１節４第 29 表、７第 35 表及び９第 38 表を参照）。 
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第３節 特別区たばこ税 

特別区たばこ税については、令和６年度の売渡本数を推計し、税率を乗じることにより算定した。 

まず、直近のたばこの売渡本数実績により令和５年度の売渡本数を推計し、令和５年度の売渡本数の対前年度増減率を、令

和６年度の対前年度増減率と見込み、令和６年度の売渡本数を 13,312,326 千本と推計した（第 14 表のとおり）。 

令和６年度の特別区たばこ税の収入見込額は、売渡本数に税率 6.552 千円/千本を乗じた結果、87,222,360 千円と算定し

た。 

 

(単位：千本、％)

年度 たばこ売渡本数 対前年増減率

平成27年度 16,250,422 △ 1.35

平成28年度 15,638,215 △ 3.77

平成29年度 14,845,689 △ 5.07

平成30年度 14,192,595 △ 4.40

令和元年度 13,436,437 △ 5.33

令和２年度 11,760,522 △ 12.47

令和３年度 11,751,135 △ 0.08

令和４年度 12,081,575 2.81

令和５年度 12,682,029 4.97

令和６年度 13,312,326 4.97

第14表　令和６年度たばこ売渡本数推計

 

 

× ＝ 87,222,360 千円6.552千円/千本

令 和 ６ 年 度

た ば こ 売 渡 本 数 税率

13,312,326 千本  

 

第４節 鉱産税 

鉱産税の収入見込額は、0円と算定した。 
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